
1　事業の概要

①　成果目標（H28)

②　事業内容

　一般財源

　県　債

　国庫支出金

　その他

 決　　算　　額（B）

 職員数（人）

 概算人件費 （Ｃ）

２　今後の事業の方向性

・県の機関に対して監査を実施する。
・財政的援助団体等に対して、監査を実施する。
・包括外部監査人の監査への協力を行う。

（単位：千円）　

項目 実施方法 H28事業実績
H28 H29

（当初） （決算） （当初）

施策展開

成果目標の達成状況

項目 H26末
Ｈ28 H29

目標
H27末

目標 成果 達成状況

合計 20,437 18,661 20,540

   県の財務に関する事務等の執行及び経営に係る事業の管理について、県行政の公正で合理的かつ効率的運営の確保を図るため監
査を行う。

  地方自治法の規定により、普通地方公共団体には監査委員を置くこととされ、財務に関する事務等の執行及び経営に係る事業の管理
を監査することとされている。
　監査機能の充実が求められている中、従来からの合規性、正確性に加え、経済性、効率性及び有効性の観点からの監査に努めてい
る。

20,437 20,540

合計（A) 20,075

委託

29年度

当初予算 20,075

成果目標・
事業内容

20,437 18,661 20,540

事業番号 17 01 01 事業改善シート （28年度実施事業分）　　□予算要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

事　業　名 監査運営費 担
当
課

部局 監査委員事務局

課・局・室

実施期間 Ｓ22 ～

県が関与
する理由

県でなければ実施不可（法令等義務）
【左記の説明、根拠法令等】

地方自治法第199条　等

総合５か年
計画

プロジェクト  E-mail kansa@pref.nagano.lg.jp

施策の総合的展開

目指す姿

現状
（予算編成

時）

県民との協働による実施： 実施は困難

人口定着・
確かな暮ら
し実現総
合戦略

信州創生の基本方針

監査運営費
・定期監査実施機関数　　　　　　　　　　　 　　344機関
・定期監査における指摘・指導・検討事項数
　　（一般会計・特別会計）  　　　　　　　　　　 　 　46件
　　（企業特別会計）　　　　　　　　　　　　　　　　  　 1件
・住民監査請求　　　　　　　　　　　　　　  　　　　  　 9件
・財政的援助団体等に対する監査        　 　  29団体

・包括外部監査（委託先　公認会計士　山中　崇）1回

直接

補正予算

区　　分（単位：千円） 27年度 28年度

Aの
財源

20,437 20,540

0 0 0

20,075 20,437 20,540

概　算
人件費

15 15 15

124,140

19,562 18,661

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施
今後、事業
をどのよう
にしていき
たいか

・合規性、正確性を基本としながら、経済性、効率性、有効性の観点を重視した監査を行っていく。
・監査結果に対する執行機関の取組をｺﾝﾌﾟﾗｲｱﾝｽ・行政経営課を通じてフォローアップしていく。

目標に対
する成果
の状況

・不祥事や不適正経理の再発防止を念頭に、合規性、正確性の観点はもとより、経済性、効率性、有効性を重視した監査を行った。また、
指摘事項等と同様の事例が二度と発生しないよう、「まちがえやすい事例集」を作成し、全機関に周知した。
・包括外部監査人が、「産業人材を育成するための機関及び諸施策について」をテーマとして監査を行い、関係部局に取組の改善を求め
た。その際、監査対象機関との調整等の協力を行った。

 概算事業費（B（A）+C） 143,702 137,371 139,250

118,710 118,710

事
 

業
 
コ
 
ス
 
ト

予
算
額

前年度繰越

mailto:kansa@pref.nagano.lg.jp

